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序　課題と方法
教育学研究にとって，「学力」は重要な概念であるのに，その存在も含めて概念規定が定まらない。
1947 年の学習指導要領以来，学力論争が数次にわたってあるものの，アチーブメント・テストの点
数以外，その「学力」の正体はつかめない。結局は，社会的基盤の構造変化に応じて，学校の育成す
る資質・能力に軌道修正を求める社会的要請が実体で，学力論争は，時代の曲がり角で咲く仇花なの
かもしれない。
1947 年学習指導要領は GHQ/CIE の指導のもとヴァージニア・プランやカリフォルニア・プラン
などの影響を受けて経験主義カリキュラムが導入され，その後，学力低下が批判されて基礎学力論争
が起きた。その論争では，三層四領域論，読書算重視論，国民的教養のミニマム・エッセンシャルズ
論，プラグマティズムの学力論，そして生活力としての学力論など，興味深い論理が展開されたこと
は，すでに拙著において考察した 1。論争では，プラグマティズム経験主義への批判がポイントで，
学力（学習能力）論の基礎理論である形態心理学についての認識はなく，当然，批判の対象にはなら
なかった。その結果，先行研究でも形態心理学がとりあげられることもなく 2，1947 年学習指導要領
が，本当はどのような学力理論に支えられていたのか，未だに明らかにされていない。
そこで本稿では，1947 年学習指導要領作成の実質的責任者であった教育心理学者・青木誠四郎
（1894-1956，当時，文部省教科書局教材研究課長）に注目し，彼の形態心理学（ゲシュタルト心理学）
を下敷きとした学力（学習能力）論と経験主義カリキュラムとの接合によって構成されたのが 1947
年学習指導要領であることを明らかにする。彼は 1946 年には，石山修平らと共に経験主義カリキュ
ラムの学習指導要領を編集した中心人物で，1949 年には教育課程審議会会長となっている。
本稿の構成は，第 1 章で，1947 年学習指導要領の記述に沿って学力観を概説し，第 2 章で，青木
誠四郎の形態心理学における学力論が学習指導要領と一致する文脈であることを論じる。第3章では，
経験主義と形態心理学との接合を明らかにし，第 4 章で結論とする。
第 1章　1947 年学習指導要領の学力観
1．学習指導要領の作成経緯
1946 年 8 月に設置された教育刷新委員会は，米国教育使節団報告書に沿って戦後改革の基本を立
43早稲田大学大学院教育学研究科紀要　第 28 号　2018 年 3 月
1947 年学習指導要領の学力論
─経験主義カリキュラムと形態心理学との接合─
水　原　克　敏
教育研紀要28号-07水原.indd   43 2018/02/15   13:40
44 1947 年学習指導要領の学力論（水原） 
てた重要な委員会であるが，教育課程・内容の在り方に関してはほとんどなされなかった。1947 年
からの学校開設に間に合わせるために，教科書編集に力を注がざるを得ない状況にあり，「それに合
わせて教育課程の改革がはかられるといった逆立ちした事態」になっていたのである 3。
当時の状況について，文部省視学官（理科担当）の岡現次郎は次のように回想している。「理科教
科書は学習指導要領が基準になって編集されたと一般の人々には考えられているであろう。ところ
が，われわれ作る方の側ではそうではなかった」。理科の教科書を大体作成し終えたところで，CIE
より，「Courses of Study を作れといってきた。Courses of Study とは一体何だと思って，よく説明を
聞いてみると，いままでやらされた理科の目標，能力発達等を含め，その他まだやっていない項目に
ついて書いていっしょに綴じ，従来の教科書解説式の教師用書に代わる新式教師用書とする」ことが
わかった 4，という。教科書が先で，その後から学習指導要領が作成されたのである。学習指導要領
作成の教育課程改正準備委員会は，1946 年 4 月に発足し，第 1 回で「現行学制ヲ前提トシ米国教育
使節団報告等ヲ参照シテ教科課程改正ヲ協議シテ行クコト」と決定され，米国教育使節団報告書を学
習指導要領作成の基本方針とすることが確認されたのである 5。
2．学習指導要領の指導法と学力観
『学習指導要領一般編（試案）昭和 22 年度』の構成は，序論と全 5 章から成り，序論では，「試案」
であることが説明され，第 1 章「教育の一般目標」では，個人生活，家庭生活，社会生活，そして経
済生活及び職業生活において，向かうべき目標が論じられ，第 2 章「児童の生活」では，6 歳から 18
歳まで，第 1 学年から第 12 学年までの生活の発達が分析され，第 3 章「教科課程」では，教科課程
をどのように編成すべきかが論じられ，第 4 章「学習指導法の一般」では，どのように学習指導を組
み立てて，いかに学習能力を育成するかが詳述され，そして第 5 章「学習結果の考査」では，学習指
導の評価が論じられている。本研究の「学力論」の観点からは，第 4 章と第 5 章における，学習能力
の育成論がポイントである。以下，学習指導要領第 4 章を検討する 6。
（1）学習指導は何を目ざすか―「生活を営む力」「将来の力」
学習指導要領では，「教育指導」ではなく「学習指導」の概念が採用された。それは，「これまで教
授とか授業とか」と「同じ意味のことば」であるが，本質的には異なる概念である。従来のように「知
識や技能を教師が児童に伝える」だけでは，その目的を達したとは言えず，「児童や青年は，現在な
らびに将来の生活に起る，いろいろな問題を適切に解決して行かなければならない。そのような生活
を営む力が」養われなければ，「教育の目標は達せられたとは」言えない。問題を解決する「将来の力」
となるように指導することである。そのために，児童や青年は，問題を発見して，まず自分の目的を
もって「計画」し，「学習をみずからの力で進め」，さらに「その努力の結果を自分で反省」するとい
う「実際の経験」が必要である。「ほんとうの知識，ほんとうの技能は，児童や青年が自分でたてた
目的から出た要求を満足させようとする活動から」できてくるので，「そこから指導法を工夫しなく
てはならない」と説かれた。
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要するに，1947 年学習指導要領のキャッチフレーズは「生活を営む力」で，従来型の知識・技能
を習得する仕方ではなく，児童・青年が意欲を持ち，問題解決に向けて自ら計画し，試行と反省を繰
り返すことで目標を達成するという学力が求められたのである。ただし，この後，「生活を営む力」
というタームは普及しないで，基礎学力論争では「生活力」，実験学校等では生活的な「実力」，そし
て「旧学力」に対置して「新学力」などが，同じ意味で普及し，学校では，問題解決のプロジェクト
学習と「生活カリキュラム」が全国的に展開されたのである。
（2）学習指導の道筋
それでは，学習指導要領が提案する学習指導の道筋すなわち「学習の過程」はどうすればよいのか。
「生活カリキュラム」における問題解決学習が前提で，まずは発端として「目的」を知り，それに向
かって「意欲」を持つこと，次いで，「自分の計画」を立てて試みることになるが，「この基礎になる
経験や知識が正しく豊富」にあることが前提条件となる。「真の学習」は「児童や青年自身で営」む
ことで，ここで「児童や青年の思考活動の本性」が問われる。これらの問題を解決して「正しい理解」
に達した時に，「ひとつの知識のまとまりなり，考え方なり，技術の形なりを形作る」つまり「学習
の成立」で，さらに「練習」によって「習熟」し「学習の完成」に至るというのである。
「学習の完成」に至る「道筋」で第 1 のポイントは，そもそも児童や青年が「目的」と「目標」を知り，
「自分のもの」にするには，「身のまわりに実際のものを見たり，聞いたりすること」，あるいは「遊
びや生活」で刺激されて「興味」と「意欲」を持つことである。少し成長すると「生活での必要」が「自
発性の源」となる。彼らが「どんな生活の要求を持ち，その要求を満足させるためにどんな活動をす
るかをよく知って」，指導方法を考え工夫することが必要である。その意味で，「地域の児童」・「青年
の生活」を踏まえて指導方法を考えなければならない。第 2 のポイントは，学習を進める以前に，「基
礎になる知識経験」が不可欠で，一つは児童や青年の「生活経験」であり，もう一つは「持っている
知識」，例えば，数観念や文字や自然及び社会的知識である。既習の経験・知識等を確認することが
必要である。第 3 のポイントは，さらに児童や青年の「思考の性質」や発達段階を把握することであ
る。「みずから考え，みずから試みて学習する」ように導くには，「児童や青年の思考が，どんな働き
をするかを考え合わせなくてはならない」。そのために，学習指導要領の第 2 章「児童の生活」では，
小学校第 1 学年から各学年の発達と思考の傾向性など，詳細に発達段階を踏まえたのである。そして
第 4 のポイントは，練習である。「試みを重ねて，理解に達する」，そして「知識や考え方のまとまり」
ができるが，いずれ「くずれ」ができてしまうので「練習」が必要となる。それがしっかり「身につ
く」ことで学習は「完成」し，「習熟の域」に達するという道筋である。この「学習指導の道筋」を
まとめると下記のようになる。
生活での必要・問題発見→目的→意欲→計画→経験・知識で思考活動→問題解決＝正しい理解
（学習の成立）→練習→習熟（学習の完成）
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（3）学習指導の条件と目標別の方法
「学習指導の道筋」の必要条件として，第 1 に，「学習の目的に合った興味による自発活動」を起こ
すことが必要で，それには，身体的な活動，好奇心を満足させる活動，社会的な活動等々がある。第
2 に，器具・設備・施設などの望ましい環境が必要である。自発的な活動が現れるのは，環境の善し
悪しが影響する。その環境を作る上で，「一番有力なものは，教師である」という。さらに身体的な
活動には，自由に運動できる場所や運動具，運動を描いた絵や写真，映画や音楽などの環境が望まし
い。実際の学習の場面では，「環境の自然や施設（たとえば，郵便局，役場，農業会，購買組合，あ
るいは事業場，商店，工場，植物園，動物園などのような）などの利用」も考えられる。第 3 に，「児
童の発達」をふまえて児童にふさわしい活動をさせることである。第 4 に，「学習の進行」に沿うこ
とである。その進行は上記にまとめた通りであるが，大きく 3 段階にまとめられる。第 1 段階は，興
味を持って問題に近づく端緒の段階，第 2 段階は，「みずから計画をたてて試み」「一つの正しい考え
方をまとめる」ことで，「これを組織の段階とも理解の段階ともいう」。第 3 段階は，練習や応用の段
階である。以上が，指導法の一般的なあり方であるが，第 5 に，実際は，学習の目的・目標に応じて
具体的に方法を考えるべきで，それには 6種類の目標別の方法があるという。1.問題解決の学習，2.記
憶的学習，3. 観察的学習，4. 技術的学習，5. 観賞力を養う，そして 6. 態度を養うなどの方法である 8。
まとめると下記のようになる。
学習指導の条件と 6 種類の方法
　1．興味による自発活動，2．教師を含めた良い環境，3．児童の発達段階，
　4．3 段階「計画」「試行・解決」「練習・応用」の学習進行，5．6 種類の学習方法
学習指導要領としては，「真の学習」は「生活での必要」が「自発性の源」となるので，それを生
かす「学習の過程」を組織して「正しい理解」に至らしめる指導が必要である。その指導法は，まさ
に，問題解決への「計画」「試行・解決」そして「練習・応用」の道筋をとるなど生活経験重視の学
習指導法が望ましい。そのために環境を整え，児童生徒の発達を踏まえることである。以上の条件を
ふまえて，児童生徒の実態や教科の内容に即して実際的な工夫をすることが期待されている。
3．学習指導要領の考査論
問題は，「児童や青年が，一つ一つの学習に，どれだけの効果」を修めることができたかである。
その効果を検証するために，考査が必要とされる。ただし，考査によってその学業成績を見ることよ
りも，学習指導のあり方を反省することが大切であるという。教材の適否や教師の環境整備，指導の
実際など，「適当であったかどうかを反省」すること，他面，児童や青年にとって，「自分の学習が」，
目標に迫っているかを確認することで，今後の学習を考える糸口をつかむことができるという。
それでは，どのような考査があるべきなのか。学習指導要領では，「1. 児童や青年の学習した結果
を正しく知ることのできる方法」であること，「2. 学習指導の目ざすところを明らかにできる方法」
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であることの 2 条件を求めている。考査の種類は，①知識の有無正否，②考え方や見方の理解，③技
能の状態，④熟練の状態，⑤態度の如何，そして⑥鑑賞力を調べるがあり，また，総合的方法か分析
的な方法か，あるいは標準化の方法か否かが挙げられている。
以上，詳細な「考査」論は省略するが，その主たるねらいは，生徒の学業成績を査定することより
も，教師と生徒の共同作業としての「学習の過程」を分析的に反省することで，学習指導を改善する
ことであった。まとめると下記のようになる。
問題発見→学習の 3 段階「計画」「試行」「解決」そして「練習」→考査→指導法の改善
 
第 2 章　青木誠四郎の形態心理学における学習能力論
1．学習観と学習能力（Ability of Learning）
1949 年 6 月に文部省実験学校新教育用語研究委員会編『新教育用語辞典』が発刊された。その序
には，第 2 次大戦後，「新学制の実施に伴い，主としてアメリカの最近の教育思想や教育技術があわ
ただしく紹介され，おびただしい新教育用語の流行をみるに至った」。その結果，「多くの混乱と誤り」
が起きたので，これを正しくするために，委員会を組織したというのである。委員は「文部省教科書
局指定の実験学校職員の代表と，実験学校の研究に協力した教材研究課の人々によって構成」し，代
表は，青木（東京家政大学学長）と石三次郎である 7。この辞典は，戦後最初の学習指導要領を作成
するに当たって，用語を統一しなければ，適切に分担執筆ができないという事情によって誕生したの
である。だから，本辞典はまさに 1947 年学習指導要領の概念が詰まっているのである 8。
さて，そこで学力であるが，実は，本辞典にはその項目はなくて「学習能力」（Ability of Learning）
の項目があり，執筆者は教育心理学者の青木である。「学習能力とは，人があることを学習し得る可
能性を指す学習における個性ということができる」と定義している。「原本的な意味からいえば知能
（一般知能及び特殊知能）で」，「一般知能」は，「新しい場面において，これを目的的に処理する能力」
で，「これを適応力あるいは順応力とよぶことができるが，同時にそれは学習能力である」という。「知
能は遺伝によってその発達を規定され」，「学習能力はこの遺伝の顕現たる成熟によって規定され」る
ので，「年齢的に一定の発達をする」。「同時にそこに個人差が」ある。「学習の発展は，児童生徒の経
験を基礎として，知能のはたらきによって，定まってくる」。「知能が学習の困難さに相応しない低い
場合には，学習は行われない」。例えば，読み方の学習は知能年齢が 6 歳 6 か月から，10 以上の加法
は知能年齢が 7 歳 4 か月からで，それ以前の学習は困難である。こうした学習能力の発達段階に即し
て，カリキュラム編成がなされなければならない 9，と説明された。そのほか，同辞典には，学習，
学習活動，学習指導案，そして学習指導要領の項があり，いずれも青木誠四郎の執筆で，学習指導に
関わる面では，彼の形態心理学を基盤に学力（学習能力）論が構成されている。
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2．学習成立の条件―素地と組織化
青木著『学習心理学』では，学習指導要領と同趣旨が，形態心理学で説明されている。「生活体は，
いつも，その生活の場の状態に適応した反応をすることを要求されている」，ところが，「生活の場の
変化，複雑化によって」「生得的な反応では間に合わない」事態が生じ，「その生活の場の事情に合し
た反応を組織しなおす」ことになる。「これを適応的反応の形成のための既有の反応の再構成，ある
いは再組織であると定義」し，教育は「この適応的反応を形成するための学習過程」であるという。
「既有の反応の再構成，あるいは再組織」があるためには，その「準備の態勢」即ち「素地」（readiness）
が必要であるという。その「素地」には，（1）成熟，（2）経験，（3）動機付け，（4）個人差の 4 点が
ある。（1）は，運動，知覚，情緒，欲求，記憶，思考など「人間生活の諸機能の成熟，知能の発達」
が前提として求められる。（2）は，「経験的な背景の制約を受ける」ことで，例えば，「既習事項が児
童や青年の経験として存在し，それを基礎として学習ができる」ことや生活環境による経験の違いが
影響する。既習事項や経験の要素が多ければ，次の学習では「転移」の効果が見込めるからである。
（3）は，動機付けが薄弱であると「学習は遅滞」するので，学習への積極的な態度，あるいは「学習
の成功感」が必要である。そして（4）はそれぞれに個人差があることである。これら 4点を学習の「素
地」としてふまえる必要があると青木は指摘する。
青木は，学習の成立条件として「素地の原理」のほかに学習を組み立てる「組織の原理」をあげる。
それは「目的的な反応の組織過程」であるから「動機づけられた目的」であることが不可欠で，「切
実な問題をもつこと」が「組織過程の第 1 歩」となる。そのためには，「自らの意志に動機づけられる」
「問題を発見する」ことが必要になるという。では，目的達成に向けた反応の組織過程は，いかにし
て可能となるのか。「デュウイの所謂経験によってなされる」と青木は断定する。児童生徒は，成熟
や経験によって「主観的な体系を形成」しているので，「学習においては，この主観的な体系が尊重
せられ，それをその発展の起点としなくてはならない」。児童生徒の「予想なく，主観的体系なくして，
ただ客観的なものを与えられても，学習は出発しない」。仮に強制しても「それは単なる記憶となっ
て学習にはならない」という。
それでは，「主観的な体系」から学習への道筋はどうなるのか。主観的体系の訂正を繰り返す「循
環発展的な過程によって，学習は，客観的な反応体系を組織する」に至る。その場合，「明確な目的と，
それに至る順序とが検討されて」，計画が立てられるならば，「学習の進行を確実」にし，「学習の組
織形成」（理解）が容易になる。それは「試行によって，目的的な行動を」何度も取捨選択して，「全
体的な組織を形成する」のである。この目的と照合して「取捨するのは，判断であり，この判断が，
主体の働らきと，目的と，その困難とについて綜合的になされるところに洞察」がある。「この対象
に働らきかけ，対象から反応をとりいれて，さらにまた働らきかけることを経験」というので，「こ
こに，学習は経験を原理とするということができる」。「経験によって組織された目的的な反応」は，
ややもすると「その組織が崩壊」するので，「練習を加えて，習熟させる」ことになる。そうして「形
成された反応形態は，あるいは批判的思考として，さまざまの場合を判断する能力となり，技術が身
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について，これにできる技能となり，あるいはまた，それによって凝集した知識として概念を構成す
る」。「学習は組織過程であって，記憶ではない」と青木は力説する 10。
以上をふまえ，青木の形態心理学による「学習の組織過程」は下記のように整理される。準備態勢
＝「素地」を有する生活体は意欲を持ち，問題を解決するために計画＝「主観的な体系」を立て，それ
を試行・判断＝「主観的体系の訂正」を繰り返し，全体を「洞察」して解決＝「客観的な解決体系」に
至り，さらにその体系が崩壊しないように練習＝「組織形態の固定化」するというプロセスをたどる
のが「学習の組織過程」である。
このように教師向けの用語で記述されている学習指導要領の内容と同趣旨で，『学習心理学』では
形態心理学の概念で説明されているのである。
学習の組織過程：生活体の準備態勢「素地」→計画「主観的な体系」→試行⇔判断「主観的体
系の訂正」→洞察・解決「客観的な解決体系の成立」→練習「組織形態の固定」
3．デューイ（John Dewey，1859-1952）の経験主義との接合
理解するとは，「主観的な体系」から「客観的な反応体系を組織」したことを意味し，学習はその
過程を構成するように計画されなければいけない。まず，「主観的な体系」を構成する上で，動機を
呼び起こす問題解決学習が注目される。ただし問題解決学習では，「いわゆる知識を構成するという
よりは，思考の原理，すなわち考え方を学ぶ」ことが優位であるという。青木は，「今日の学習の指
導においては，知識内容をとらえるというよりは，考え方すなわち理解を重く見ている。この事は，
同時に児童が，他の与える知識を学ぶよりも，自らの試みによって，理解を得ることの重要である」
と言う。事実だけを教え込んだ場合，日常の科学的現象を説明した場合，そして与えられた資料から
原理を求めた場合の，3 つの比較研究から，原理を獲得させる仕方が，「最もその忘却が少なかった」
という。要するに，知識の習得を目指す教育は剥落率が高く，原理を理解した場合には定着度が高い
ということで，問題解決学習の方が，従来の知識教育よりも優れているというのである。
青木によれば，「学習は，一つの秩序をもって営まれる」とし，問題解決学習の心理的な進行過程
を次の 5 段階で説明した。
（1） 問題を発見し，それを解決する動機づけをもつとともに，そこに解決すべき問題を明確に把握
すること，すなわち目的の意識を分化させること。
（2） 児童のもつ成熟によってもたらされた反応，経験によって獲得した反応を基礎として，そこに
一つの予想，計画，すなわち主観的な解決の体系を形成すること。
（3） この予想によって，目的との関連において試行し，その結果によって，目的に添わない反応を
除外し，これによって予想を訂正してさらに試みる。
（4） かような，試みと訂正との循環による発展によって，客観的な反応体系が成立する。これがす
なわち理解への到達である。
（5） この客観的体系を練習することによって，よりよき反応形態を形成しつつ，これに習熟する。
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かくて学習は完成する。
結局，問題解決学習の過程は次のような 5 段階になるという説明である。
　問題発見→主観的解決の体系の形成→試行と訂正→客観的な反応体系の成立→練習・習熟
この形態心理学による問題解決学習は，「デュウイのいう学習の過程」と「大体において一致して
いる」と青木は説く。デューイが，“How we think”で（1）困難を感知すること，（2）その困難の位
置づけと確認をあげていることは，「わたくしのいう問題の発見と，その問題の所在を確かにするこ
と，すなわち目的の分化ということを指し」，（3）可能な解決の示唆は，「予想の成立を意味し」，（4）
示唆のもたらす推理による発展，（5）取捨を導く観察と実験は，「試行と訂正の過程を示している」
という。要するに，形態心理学とデューイの経験主義とは「学習の過程」についてほぼ認識が一致し
ていると捉えているのである。重要なことは，「学習が試みによって対象に働らきかけ，その結果に
よって，目的に添わないものを除外し，目的に添うものを強調して，そこに客観的な解決の体系，す
なわち理解を形成する」という事実，まさに「デュウイの言葉をかりるならば，学習は経験によって
成立する」あるいは，「なすことによって学ぶ」と，青木はデューイの言葉を随所に引用する。
次いで，「経験の再組織」という経験主義に繋がる。その学習過程には，「その素地となる経験的背
景がなくてはならない。学習は経験の再組織であるから，その再組織すべき素材となる経験がなくて
は，解決の予想としての計画」は立てられない。「学習は，児童が自らの予想によって試み，その試
みの結果によって，さらに改めて試み，このような試みを重ねることによって，適応的な反応を形成
していく。これをデュウイによって，経験によって学ぶということができる」とデューイの説に結び
つける。「この経験とは考えることであって，事象の関連性とその意味を発見することである。言わ
ばこの理解と発見とが学習であって思考のないところには学習はない」というのである 11。
4．考査論
「学習は目的に到達する活動であり，学習指導はある目的にこの学習を到達させようとする教師の
児童生徒に対する協力的な活動である」。その場合，「教師としての責任がどれだけ果されたかを反省
することが義務」である。反省によって，「教材の選択や構成において，その目的の設定において，
また指導方法において何が改善されなくてはならぬか」が示される。「ここに指導結果の考査の意味
がある」と青木は説く。これは「evaluation と言われ」，「近時これを評価」とか「判定とかいう意味
で考えている人が多いが」，「わたくしはしらべ考えるという意味の考査という語を新らしい意味にお
いて用いていきたいと思う」として，“evaluation”を「考査」としたのである。
「このような考査は，経験的学習のような，教材をそのまま指導しない形の指導においては，殊に
必要だといわなくてはなるまい」。経験的な学習では，指導の効果を直接的に直ちに確認することが
難しいので，いっそう「考査」が必要だというのである。「考査」の条件として 7 項目あげる。①「考
査はいつも，学習指導の改善を目ざす」，②「考査は，児童生徒の学習の到達点を明かにできるもの
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でなくてはならない」，③「その意味において考査はいつも多面的になされなくてはならない」。④「考
査は，学習による変化を明らかにすることのできるものでなくてはならない。そのために，指導前の
考査と照合される必要がある」。⑤「それと共に考査は継続的になされなくてはならない」。⑥「考査
は，児童生徒と教師との協力によってなされなくてはならない」。⑦「考査はいつもその結果につい
ての解釈がなくてはならない」というもので，「児童や生徒の学習成績といったものが出て来るので
あるが，それはむしろ副産物であって，それのみを目的として考査を行うのであってはならない」と
忠告している。そして指導目標との関係で「考査」をするので，「その教科の全体としての到達点」
をふまえなければいけない。例えば社会科は，「相互依存関係の理解，社会生活の態度，社会生活の
理解のための技能」を目標としているので，この「理解・態度・技能」を考査すべきで，「知識だけ
を考査する」ことは「考査の目的と離れ」ているという 12。
以上，青木の『学習心理学』であるが，第 1 章の学習指導要領の内容と合わせてみることで，その
理論的展開と実施方法そして考査論も含めて，青木の形態心理学が，学習指導要領の理論的基盤に
なっている概要を知ることができた。
第 3章　経験主義と形態心理学との接合による学習心理学
さて，第 1 章では，学習指導要領の学習指導法と考査について明らかにし，その記述の中に学習指
導要領が目指す学力（学習能力）と捉えることができ，第 2 章では，青木誠四郎の形態心理学による
学習能力論と学習指導法そして考査を明らかにすることができた。本章では，1947 年学習指導要領
と青木の理論との関係性について改めて確認してみよう。
1．軍国主義から民主的な生活経験主義へ
戦前 1943 年に青木は，『青少年錬成の課題』を編集し，「産業青少年錬成の重点について―産業青
少年の人格に対する要請について―」で，「青少年の錬成に於て，青少年の将来の生活が職業を通じ
て国家に奉公することができるためには，その質を錬成すべきである」，「職業報告の実践力を有する
人格は」「国家観念に眼ざめて，己れを忘れて責任を以て生産に挺身する公益優先国家方向の経済観
が確立されなくてはならない」と，軍国主義の青少年錬成を主張していたが 13，戦後は早くも 1947
年に，石山修平らと共に経験主義カリキュラムの学習指導要領を編集し，1949 年には教育課程審議
会会長として民主主義教育のリーダーとしての役割を担うことになった。青木は，1948 年に『学習
指導の基本問題』の序で，GHQ/CIE のカリキュラム担当の Harkness, K.M と Dr. Edmiston そして 
Trainer の協力を得て著したことを述べているが 14，そのほか，『児童心理学』（1950）と『学習指導法』
（1951）そして『学習心理学』（1952）にも CIE の協力への感謝とりわけ Harkness への感謝，及び「ア
メリカの現在の進歩した考え方」と「一致」したことを序で述べている 15。
さて，青木著『学習指導の基本問題』を見ると，まず序論「新教育と学習指導」の冒頭では，「わ
が国の教育は，いま，その旧い衣を脱いで新しい姿を身に着けようと出発した。この新しい姿の教育
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とは，これを端的にいうならば，民主的な人間性の形成のための教育である」と宣言している。教育
基本法・学校教育法が前年に制定されたことをふまえ，青木は，戦前の軍国主義と決別し，教育基本
法の基本方針に沿った民主主義教育の推進者となったことを明らかにしたのである。
その第 1 章「学習指導の立場」では，1. 社会的要求，2. 児童の要求，3. 地域的共同社会の立場とい
ういかにも生活経験主義の教育論で構成されている。1. 社会的要求について，「社会的要求の内容こ
そが，教育のまた学習指導の形態をきめる重要な意味をもっている」，「社会的要求とは，この民主的
社会の要求である」すなわち，「個人の価値の尊重，自主的な精神，真理と正義とに愛情をもつ人間
の生活を描き，これと同時に，共同を重んじ，秩序を尊び，責任を重んじ，勤労を尊んで生きてゆく
人間生活の像を描き，そこに民主的な平和と社会の形成者たるの生活を描くのである」。「描かれた社
会的要求は，いわばその社会を求める理想的な人間像である」という。2. 児童の要求については，「教
育の目的を実現するためには，そこに実現の場ともいうべき児童や青年の生活を考慮しなくてはなら
ない」，「教育は目的をもった形成作用であるが，その形成の地盤は児童や青年の生活にあるのであ
る」。「わたくし達は，ここに児童や青年の立場，すなわちその生活や，発達や，興味や，またその要
求に学習活動の地盤を見出し，そこに実現の方途を見出してこそ，それが現実の成果をあげることが
できるようになる」。「教育が児童の生活に即し，発達に即し，要求に即するということは，教育の目
的を児童の立場において考え，そこに児童や青年と共通の目的に立つようになることを意味し，また
児童や青年の生活のうちにその目的達成の地盤を求め，出発点を求め，さらにその成長の発達との法
則に従って，その人間形成の働きを求めるということを意味する。それが目的を実現してゆく必然の
道であるとともに，民主的な教育のあり方」であるという。そして 3. 地域共同社会については，「わ
たくし達が，児童の要求と社会の要求とに学習指導の立場をおくということは，その具体的な姿を求
めるとき，まず具体的な地域社会の実情に即して，その地域的共同社会の一員としてよき生活の発展
を求め，さらにその発展によって広い社会生活における一員としその要求に応えるような指導を企図
することにあることが考えられ，さらにまた児童の要求に即するということは，それぞれの地域環境
における児童や青年の生活に即して指導の出発点が求められ，この特殊を基にしてさらに一般的な広
い発展にまで導かれるところにその立場が求められるといってよい」というのである 16。
ここには，経験主義カリキュラムの原則である，（1）社会の要求，（2）児童の要求，（3）地域の要
求が論じられている。社会の要求とは，民主主義社会という時代の要請で，カリキュラムの教育目的
となり，児童の要求は，児童の生活と発達とをふまえた教育方法となり，そして地域に生きる児童生
徒のあり方をふまえてカリキュラム構成が企図されるのである。
かくして青木は，GHQ/CIE の協力を得て，終戦後 2 ～ 3 年にして，軍国主義のリーダーから民主
的な経験主義教育のリーダーへ転身し，彼が戦前に確立していた形態心理学を基盤に，生活経験主義
と接合した『学習心理学』を著すことになったのである。
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2．形態心理学による学習心理学
青木の『学習心理学』（1950）によれば，「どのようにしたらほんとうの学習を進めることができる
か」という問の下に研究してきたが，「従来の心理学」は，「取扱われる問題があまりにも単純で，あ
まりにも実際に遠いということであった。あるものは，動物実験の数量的ともいうべき記録であった
り，あるものは，簡単な加算や打叩運動の研究であったり」というもので，彼自身も「動物の実験に
数年を費やした」が，学習の「実際指導にどのような示唆を与えるかさえはっきりしない」という不
満を持っていたという。そこで本書では，「実験的な研究の一部分をとり出して，これに説明を加え，
それを基礎として，できるだけ実際問題に近づいて，学習の心理学的な解明を試み」たという。戦前
から形態心理学に依拠して学力論を展開していた青木であったが，戦後に至って『学習心理学』を著
したのである。
青木は，「学習とは何か」という問の下，学説史として，まず，ソーンダイクの結合説をあげる。
それは「刺激と反応との結合をつくるのが学習」とする論で，「この結合は，試行錯誤，すなわち，やっ
てみることによって成立する」もので，その成立は「快不快の原則」により，変じて「目的に合する
か否か」で結合する，いわゆる「効果の法則」である。また，初めは，試行錯誤であるが，これを繰
り返し，「ある刺激に対して，ある反応が現われる」こと，いわゆる「頻度の法則」で「結合」に至
り「学習」が成立するという。「この説は，ことに，ある素材を記憶するというような形の学習，い
わゆる連合的学習の原理として，一応認められるようにも思われる」が，人間の場合は，必ずしも，
「快不快」など「単なる暗中模索的な，試行錯誤ではなく」，「目的をもち，予想をもった試み」である。
しかも「反復ということはなくてもよい」のであって，「学習の法則というには足りない」という。
次いで，ワトソン（J.B.Watson）の「行動派」説について，「人は，環境に対して適応的な」「予期
的行動」をするが，「もし環境に対して，人がこの予期的行動で応え得る場合には，学習は起こらな
い」。ところが「環境の事情」で，その「予期的行動」を変えざるを得ない場合に，「学習が生れてくる」
という説である。「教師が教室に見えるとき」，作業を命じることを反復させると，「次には教師の顔
を見れば，作業をするようになる」。「次には，その時刻になると，作業するようになる」等々，遂に
は，「複雑な学習が成立する」という説で，青木は，「連合的移行と，ソーンダイクの名づけた条件反
射の拡大が，そこに見られる」が，「この学説が，単純な場合には，それが認められても」，学習指導
のような複雑な「組織過程」の場合は，満足できないと捉えた 17。
これに対して，青木は「形態心理学」（ゲシュタルト心理学）の優位性を説く。上記の刺激と反応
の要素間の関係性だけでなく，全体的な体制に規定されている反応形態の成立において学習を捉える
考え方である。注目すべきは，経験主義カリキュラム時代ではなく第 2 次大戦戦前の 1929（昭和 4）
年出版の著作『学業成績の研究』において，これを説いていることである。「学習の重要なる問題は，
与へられた問題について試みるうちに，自らの精神構造のうちに順じて，その組織を得る点にある。
私はこれを学習に於ける経験の系統化，あるいは秩序化，又は形態化と呼びたい」という。生徒は，
その「系統化」に至ろうとして試行錯誤を重ね，問題現象について仮説的な原理を立てる。「原理は
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ある時は確かめられて促進され，ある時は失敗して棄却される。かうして原理が全体として確かめら
れ，これを中心とした行動の系統化が行はれると，これまで薄雲に包まれて居たやうな意識の過程が，
忽ちにして晴れて，一つの行動の系統が明かな形で成立する。ここに形態化が行はれるのである」と
いう 18。世界的には 1920 ～ 1930 年代に形態心理学が隆盛しているので，青木は，早くも戦前にこれ
をとりいれていたのである。
そして青木は，「学習の原理」を説く。「学習と環境との相互の関連において，行動の再組織をする
過程とし，学習の問題は，記憶にあるのではなく，その形態の形成，すなわち成就にある」と，形態
心理学による学力論を展開した。「形態の形成」とは，学習過程に即して言えば「理解」に至ること
であるが，人間は，「生物学的環境のみならず，社会的，歴史的，文化的環境が重要になってくるから，
それらに順応するためには，先行経験の受動的使用のみならず，さらに環境への積極的な働きかけに
よる順応が必要となってくる。ここにおいて，記憶や思考のみならず情意的行動や人格全体の行動を
含む広義の学習」，即ち全体的な「反応形態」の成立が「理解」にとって不可欠である 19。「学習とは，
洞察によって，環境に適応した反応形態を組織する働き」で，「問題の発見によって予想，計画が生れ，
その予想，計画によって試みが生れ，その試みによって，予想，計画をたて直し，さらにこれによっ
て試み，かくて，目的と，障碍と，主体の働らきとの総合判断によって，目的的な反応形態が形成さ
れ，そこに成就が―すなわち理解が―もたらされるに至る」と。学習過程では単に刺激―反応だけで
なく，幾度かの試行錯誤を経て，生徒の内側に全体的な反応システムが成立することによって「理解」
に到達することを説明したのである 20。
3．経験主義と形態心理学との接合による学習心理学
学習の成立条件として欠かせないのが，「素地の原理」と「組織の原理」である。「素地の原理」で
は，A. 成熟，B. 経験的背景，C. 動機づけ，D. 個人差が挙げられ，「組織の原理」では，A. 目的，B. 経
験的学習，C. 練習が挙げられているが，本稿では，経験主義との関係で，特に B 経験的背景と B 経
験的学習に注目したい。
学習は，「原本的な状態においては，純粋に成熟を基礎」とするが，「先だつ学習によって得た経験
をも，その素地とし，基礎として，そこに再組織の過程をとることになる。従って，学習は，この経
験的な背景のないところには成立が困難」であり，「学習は，経験的な背景の制約をうける」。この経
験には，第 1 に「既習の事項」で，「学校の学習は，そこに一つの系統があり，下から積みあげていく」
ので，「既習事項が，児童や青年の経験として存在し，それを基礎として学習ができるようになって
いるか」という点である。第 2 に「日常の経験」である。「ことに日常生活の経験が，児童の生活環
境の特異性によって，異なる」，「経験は，環境から生れる。農村の児童は，農村という特異な生活環
境から」，「都市の児童は，その都市生活の特異な環境から経験を得る」。そのほか，「暖地と寒地，商
業地と工業地，都市との近接度によって，児童は，それぞれの経験的背景を異にする」。その結果，「学
習の形態」が異なることになる。要するに，学習者の内に成立する学習システムの形態が，日常生活
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の経験のありようによって違ってくるというのである。
このように経験的背景について，「既習の事項」にとどまらず「日常生活の経験」を重視するなら，
「組織の原理」との関係でも，その組織過程の形成上，大きな要因となる。A. 目的では，「明確な目
的の重要性―動機付け―切実な問題」と捉えられているので，生活経験主義のカリキュラムは適合し
やすいことになる。学習は「切実な問題をもつことで，その組織過程を開始するのであって，これな
きところに，学習はない」。「この切実ということは，児童自らが，その問題の解決そのものに向って
誘意され」，「自らの意志に動機づけられる問題をもつという意味で」，「問題を発見する」ことができ
るというのである。生活経験主義カリキュラムにおける問題発見学習あるいはプロジェクト学習が適
合するという。
さて，「組織過程を開始」したなら，その組織化はどのようにして展開すべきか。青木は，「それが
デュウイの所謂経験によってなされるのだと答えたい」と，ここでデューイの経験主義につないでい
る。開始すると「主観的体系」が児童や青年の内に成立し，「予想や計画」が立てられ，「学習の進行」
を確実にするのである。「この主観的体系を訂正し，この訂正された主観的体系によって試み，その
試みによって訂正し，かくてこの循環発展的な過程によって，学習は，客観的な反応体系を組織す
る」，すなわち「理解」に至る。「この対象に働きかけ，対象から反応をとりいれて，さらにまた働ら
きかけることを経験といっているのであるから，ここに，学習は経験を原理とするということができ
る」と論じられている 21。
青木の『学習心理学』では，経験主義による生活経験重視の線と，形態心理学における経験的背景・
経験的学習の重視の線とが接続されることで，経験主義の学習指導要領に適合する学習心理学に仕上
げられたが，それは心理学説史の観点からみると，両者は親和性があるからである。形態心理学では，
問題状況について，「突如としてその関係を発見することを洞察（Insight Einsicht）と名づけ，洞察
が問題解決の過程において重要な価値を有する」。要素ではなく総合的に「形態知覚を伴う洞察によっ
て進む」ものと捉えられている。また，形態心理学は要素の構成主義学派に反対し，「全体的構造の
中にある相互関係」・「力動的な関係」を重視するので，「環境との関係を重んじる点において機能主
義的であり，生活環境に対する全生活体験と行動とを問題とした」のである 22。他方，「機能主義の
心理学」を主張したデューイも，「全体的形成物を孤立した単位に切断」して分析する「要素主義」
への批判を行い，「心理活動とは，意識ではなく，神経構造をもった有機体と環境との分離し得ない
全一体の中に含まれた活動である」として「経験」を重視したのである 23。このように心理学説史の
研究では，両者に親和性があったことが明らかにされている。
第 4章　結論―経験主義と形態心理学との接合　
第 1 章では，1947 年学習指導要領を分析した。その目指す学力は「生活を営む力」で，それは従
来型の知識・技能の習得に留まらず，第 2 次大戦後の大変な時代の曲がり角にあることを反映した学
力観である。「真の学習」は「児童や青年自身」で営むこと，そのためには，「生活での必要」が「自
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発性の源」となるので，それを生かす「学習の過程」を組織して「正しい理解」に至らしめる指導が
必要で，その指導法は，児童や青年の発達と成熟に基づく「思考の性質」と彼らの「生活」と「地域」
をふまえて問題解決学習の有効性が説かれた。まさに，経験主義カリキュラムに即した生活経験重視
の学習指導法である。そして「学習の過程」が 3 段階で説かれ，問題を解決することで「理解」に至
るが，その定着のためには「練習」と「応用」が必要であるとされた。さらには，「考査」によって，
教師と生徒の共同作業としての「学習の過程」が反省され，改善を続けることが求められたのである。
第 2 章では，青木の形態心理学を基盤にした学習心理学を分析した。学力については，学習能力
（Ability of Learning）というタームで，「学習」が成立して「理解」に至るための「素地の原理」（レディ
ネス）と「組織化の原理」（個人の内に作られるシステム）をあげ，「主観的な体系」（主観的な理解
のシステム）が客観的な体系に至る「学習の過程」において「経験」が重要な役割を果たすので，と
りわけ問題解決学習を重視し，デューイの経験概念をあげて，「学習は経験を原理とする」と説いた。
「考査」では，“evaluation”のタームをあげながら，「考査」の概念を，「学習の過程」を反省的に見
直し改善するものとして定義し，その意義と詳細な実施方法が説明されている。第 1 章と合わせてみ
ることで，青木の学習心理学が，学習指導要領の理論的基盤になっていることがわかる。
第 3 章では，経験主義による生活経験重視の線と，形態心理学における経験的背景と経験的学習を
重視する線とが接合されることで，1947 年学習指導要領の学力（学習能力）論が構成されていたこ
とが明らかにできた。青木の学習心理学では，「素地の原理」と「組織の原理」とが重視され，「学習
の組織過程」において，「切実な問題意識」が「意欲」と「学習の進行」をもたらすので，「日常生活
の経験」が大きな影響を与え，問題解決学習から「理解」に至らせることで「学習が成立」するとい
う筋道である。
そして青木が依拠した形態心理学とデューイの経験主義とは，その心理学研究において機能主義
的で全体的生活経験を重視する点で親和性があり，1947 年学習指導要領の学力（学習能力）論では，
青木の理論的指導によって，経験主義と形態心理学とが接合されていた捉えられるのである。
なお，この後，学習能力（Ability of Learning） としての学力観は一般化していない。むしろ，1950
年に国立教育研究所紀要第 1 集『国語の学力検査問題の作成に関する研究』が発行されることで 24，
修得した学力（achievement）の概念が一般化していくのである。
※本稿は，日本学術振興会科学研究補助金「平成 28 年度　基盤研究（c）」「1947 年以降の教育課程の基準と幼小
中高のモデル・カリキュラムに関する歴史的研究」（16k04497）の補助金による。
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